
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成20年11月11日

【四半期会計期間】 第72期第２四半期（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

【会社名】 株式会社今仙電機製作所

【英訳名】 Imasen Electric Industrial Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　増谷　修

【本店の所在の場所】 愛知県犬山市字柿畑１番地

【電話番号】 0568－67－1211（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　田野　信行

【最寄りの連絡場所】 愛知県犬山市字柿畑１番地

【電話番号】 0568－67－1211（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　田野　信行

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

 1/28



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結
会計期間

第71期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 49,676 25,271 91,321

経常利益（百万円） 3,267 1,850 6,316

四半期（当期）純利益（百万円） 1,925 1,144 3,957

純資産額（百万円） － 28,192 26,875

総資産額（百万円） － 65,384 64,367

１株当たり純資産額（円） － 1,528.60 1,459.38

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
108.22 64.29 228.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
97.72 58.08 200.85

自己資本比率（％） － 41.7 40.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,653 － 7,840

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,466 － △8,038

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,001 － 1,303

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 3,295 4,217

従業員数（人） － 4,030 3,488

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 4,030 (1,734)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。　

  

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,649 (1,233)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円）

自動車部品関連事業 23,785

ワイヤーハーネス関連事業 885

福祉機器関連事業 255

自動車販売関連事業 320

合計 25,247

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額は、販売価格によっております。

３　自動車販売関連事業については、仕入実績を販売価格により記載しております。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 受注残高（百万円)

自動車部品関連事業 24,026 7,578

ワイヤーハーネス関連事業 241 1,080

福祉機器関連事業 258 14

自動車販売関連事業 291 26

合計 24,817 8,699

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円）

自動車部品関連事業 23,814

ワイヤーハーネス関連事業 885

福祉機器関連事業 255

自動車販売関連事業 316

合計 25,271

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
当第２四半期連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％）

日本発条㈱ 3,316 13.1

テイ・エス テック㈱ 2,327 9.2
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱や原油価格、原材

料価格の高騰により、企業の設備投資や個人消費は力強さを欠くなど企業収益の水準は落ち込み、景気の減速感が一

層強まる状況となりました。

　一方、世界経済につきましても金融不安が世界規模で実態経済へ波及し、新興国の経済成長にも陰りを見せ始めるな

ど一段と厳しさを増しております。

　当社グループの主要取引先であります自動車業界におきましては、原油価格の高騰による買い替えサイクルの長期

化や金融市場の混乱の影響を受けて、国内販売は低調な状況が続いております。また、海外市場ではアジア地域は比較

的高成長を持続しておりますが、米国市場では金融危機が波及し販売不振が市場の縮小につながり、自動車メーカー

は生産計画の下方修正を余儀なくされる状況となっております。

　このような経営環境のなかで当社グループは、国内生産体制の再構築に向けた展開を進めるとともに、海外において

は各拠点の自立化と現地調達化を促進させ世界最適供給体制の構築を図ってまいりました。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は25,271百万円、経常利益は1,850百万円、四半期純利益は

1,144百万円となりました。

 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

(a) 自動車部品関連事業

　自動車部品関連事業につきましては、国内において前期の後半に立ち上がった製品が寄与したこと、アジア地域にお

ける子会社の販売が順調に推移したことから、売上高は23,814百万円、営業利益は1,511百万円となりました。

(b) ワイヤーハーネス関連事業

　工作機械業界向けの売上が引続き好調に推移したことから、売上高は885百万円となりましたが、営業利益につきま

しては製品構成の変化などにより、78百万円となりました。

 

(c) 福祉機器関連事業

　補助金制度の変更などによる販売の減少が続いておりましたが、受注拡大を目指し、高付加価値製品の開発を行うと

ともに総原価低減に努めてまいりました結果、売上高は255百万円、営業利益は29百万円となりました。

 

(d) 自動車販売関連事業

　国内自動車販売の低迷が続くなかで、景気の減速感が受注の減少につながり、売上高は316百万円、営業損益は5百万

円の損失となりました。 

 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

(a) 日本

　当社グループの基盤である自動車部品関連事業における増収効果により、売上高は17,299百万円、営業利益は1,157百

万円となりました。

(b) 北米

　自動車販売の不振が続くなかで、日系メーカーの小型車販売は比較的影響が少なく推移したことなどから、売上高は

3,732百万円、営業利益は83百万円となりました。

 

(c) アジア

　中国及びタイでの販売が好調に推移したことにより、売上高は4,239百万円となりましたが、営業利益につきましては

新製品の準備費などにより417百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、主に税金等調整前四半期純利益、減価償却費

により、3,291百万円となりました。

　投資活動に使用した資金は、主に有形固定資産の取得により、1,220百万円となりました。

　財務活動に使用した資金は、主に短期借入金及び長期借入金の返済により、1,583百万円となりました。

　この結果、当第２四半期の現金及び現金同等物の期末残高は3,295百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

  営業活動によるキャッシュ・フローは、3,291百万円の増加となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利

益が1,650百万円、減価償却費が1,153百万円であったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

  投資活動によるキャッシュ・フローは、1,220百万円の減少となりました。これは主として、有形固定資産の取得によ

る支出が1,473百万円であったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

  財務活動によるキャッシュ・フローは、1,583百万円の減少となりました。これは主として、短期借入金が1,106百万

円純減したこと、長期借入金の返済による支出が358百万円であったことによるものであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、33百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

　　いて重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,195,000

計 49,195,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,826,157 17,828,429

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所　　　市

場第一部

－

計 17,826,157 17,828,429 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成17年10月３日発行）

　
第２四半期会計期間末現在

（平成20年９月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 305

新株予約権の数（個） 305

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 346,590

新株予約権の行使時の払込金額（円） 880

新株予約権の行使期間
自　平成17年11月１日

至　平成22年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　　発行価格　　　　880

　　　資本組入額　　　440

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使することはできないものとする。ま

た、各本新株予約権の一部について行使請求することはで

きないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

旧商法第341条ノ２第４項の定めにより本社債の社債部分

と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできな

い。

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本社

債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、その新株

予約権が付与された本社債の全額の償還に代えて当該本

新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額の全額の

払込みとする請求があったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成19年11月１日発行）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,000

新株予約権の数（個） 3,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,532,958

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,957

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月３日

至　平成24年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　　　発行価格　　　　1,957

　　　　資本組入額　　　　979

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、本社

債に係る本新株予約権を行使することはできないものと

し、当社が本社債を買入れ当該本社債に係る社債部分を消

去した場合における当該本社債に係る本新株予約権につ

いても同様とする。また、各本新株予約権の一部について

本新株予約権を行使することはできないものとする。
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第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成19年11月１日発行）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債の社債部分と本新株予約権のうち一方のみを譲渡

することはできない。

代用払込みに関する事項
各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に

係る各本社債を出資するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

 平成20年７月１日～

 平成20年９月30日（注）1
27 17,826 11 4,395 11 4,128

　（注）１　新株予約権の行使による増加であります。　

　      ２　平成20年10月１日から平成20年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2千株、資本

金が0百万円及び資本準備金が0百万円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 1,066 5.98

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 931 5.22

IMASEN取引先持株会 愛知県犬山市字柿畑１番地 679 3.81

ヤマハ発動機株式会社 静岡県磐田市新貝2500番地 613 3.44

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 605 3.39

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 575 3.22

今仙電機従業員持株会 愛知県犬山市字柿畑１番地 525 2.94

株式会社第三銀行 三重県松阪市京町510番地 505 2.83

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 505 2.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社
（中央三井アセット信託銀行再
信託分・ＣＭＴＢエクイティイ
ンベストメンツ株式会社信託
口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 468 2.62

計 － 6,474 36.32

　（注）　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢエクイティイン
ベストメンツ株式会社信託口）の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた株式をその全額出資
子会社であるＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、中央三井アセット信託銀
行株式会社に信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議
決権行使の指図権はＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社に留保されております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式   4,400
－ －

完全議決権株式（その他）
  普通株式

        17,814,400
178,144 －

単元未満株式   普通株式   7,357 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 17,826,157 － －

総株主の議決権 － 178,144 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が　12,000株(議決権120　個)含

まれております。

　      ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱今仙電機製作所

愛知県犬山市字柿

畑１番地
4,400 － 4,400 0.02

計 － 4,400 － 4,400 0.02

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,454 1,829 1,820 1,711 1,670 1,484

最低（円） 1,085 1,365 1,621 1,380 1,421 927

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

  なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,491 4,679

受取手形及び売掛金 23,703 23,144

たな卸資産 ※1
 6,180

※1
 5,473

その他 3,009 2,860

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 36,380 36,152

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,874 8,221

機械装置及び運搬具（純額） 8,476 8,365

その他（純額） 8,879 8,272

有形固定資産合計 ※2
 25,230

※2
 24,859

無形固定資産

その他 308 186

無形固定資産合計 308 186

投資その他の資産

投資有価証券 3,065 2,767

その他 434 438

貸倒引当金 △35 △36

投資その他の資産合計 3,464 3,168

固定資産合計 29,003 28,214

資産合計 65,384 64,367

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,080 15,558

1年内償還予定の社債 500 500

短期借入金 3,736 4,994

未払法人税等 1,149 1,432

賞与引当金 1,165 1,137

その他 4,917 4,808

流動負債合計 27,550 28,432

固定負債

社債 3,805 3,848

長期借入金 1,255 1,679

退職給付引当金 1,844 1,937

その他 2,736 1,594

固定負債合計 9,641 9,059

負債合計 37,192 37,491
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,395 4,374

資本剰余金 4,128 4,107

利益剰余金 17,995 16,205

自己株式 △5 △5

株主資本合計 26,514 24,682

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 932 941

為替換算調整勘定 △204 313

評価・換算差額等合計 728 1,255

少数株主持分 949 938

純資産合計 28,192 26,875

負債純資産合計 65,384 64,367
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 49,676

売上原価 42,301

売上総利益 7,375

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,733

給料手当及び賞与 966

賞与引当金繰入額 166

退職給付費用 39

減価償却費 41

その他 1,123

販売費及び一般管理費合計 4,072

営業利益 3,303

営業外収益

受取利息 20

受取配当金 37

その他 78

営業外収益合計 136

営業外費用

支払利息 93

為替差損 56

その他 22

営業外費用合計 171

経常利益 3,267

特別利益

固定資産売却益 0

補助金収入 53

その他 1

特別利益合計 55

特別損失

固定資産処分損 210

特別損失合計 210

税金等調整前四半期純利益 3,113

法人税、住民税及び事業税 1,204

法人税等調整額 △65

法人税等合計 1,139

少数株主利益 48

四半期純利益 1,925
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 25,271

売上原価 21,632

売上総利益 3,638

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 846

給料手当及び賞与 469

賞与引当金繰入額 104

退職給付費用 20

減価償却費 20

その他 558

販売費及び一般管理費合計 2,019

営業利益 1,619

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 22

為替差益 237

その他 23

営業外収益合計 292

営業外費用

支払利息 47

その他 14

営業外費用合計 62

経常利益 1,850

特別利益

固定資産売却益 0

補助金収入 7

その他 1

特別利益合計 9

特別損失

固定資産処分損 209

特別損失合計 209

税金等調整前四半期純利益 1,650

法人税、住民税及び事業税 760

法人税等調整額 △280

法人税等合計 479

少数株主利益 25

四半期純利益 1,144

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

17/28



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,113

減価償却費 2,219

退職給付引当金の増減額（△は減少） △92

賞与引当金の増減額（△は減少） 27

受取利息及び受取配当金 △58

支払利息 93

固定資産処分損益（△は益） 209

売上債権の増減額（△は増加） △904

たな卸資産の増減額（△は増加） △865

仕入債務の増減額（△は減少） 937

その他 449

小計 5,130

利息及び配当金の受取額 58

利息の支払額 △94

法人税等の支払額 △1,441

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,653

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 266

有形固定資産の取得による支出 △2,321

有形固定資産の売却による収入 9

投資有価証券の取得による支出 △325

その他 △96

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,466

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △968

長期借入金の返済による支出 △643

配当金の支払額 △159

少数株主への配当金の支払額 △34

その他 △195

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,001

現金及び現金同等物に係る換算差額 △106

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △921

現金及び現金同等物の期首残高 4,217

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,295
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項
の変更

　該当事項はありません。 
　

２．持分法の適用に関する事
項の変更

　該当事項はありません。
　

３．会計処理基準に関する事
項の変更

(1）「棚卸資産の評価に関する会計基
準」の適用

　　 「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号）を第１四半期連
結会計期間から適用し、当社及び国内連結
子会社のたな卸資産の評価基準について、
原価法から原価法（収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）に変更しておりま
す。これにより、従来の方法に比べ、当第２
四半期連結累計期間の営業利益、経常利益
及び税金等調整前四半期純利益はそれぞ
れ69百万円減少しております。なお、セグ
メント情報に与える影響は、当該箇所に記
載しております。
(2）「連結財務諸表作成における在外子
会社の会計処理に関する当面の取扱
い」の適用

 「連結財務諸表作成における在外子会
社の会計処理に関する当面の取扱い」
（実務対応報告第18号）を第１四半期連
結会計期間から適用し、連結決算上必要
な修正を行っております。
　これによる損益に与える影響は軽微で
あります。
(3）「リース取引に関する会計基準」等
の適用

　 「リース取引に関する会計基準」（企業
会計基準第13号）及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第16号）が平成20年４月１日
以後開始する連結会計年度に係る四半期
連結財務諸表から適用することができる
ことになったことに伴い、第１四半期連
結会計期間からこれらの会計基準等を適
用し、当社及び国内連結子会社の所有権
移転外ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理から、通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理に変更し、有形
固定資産又は無形固定資産に属する各科
目に含めて計上しております。　　　　　　　　　
　　　　　　
　また所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産の減価償却の方
法については、リース期間を耐用年数と
し、残存価額については、残価保証の取決
めがあるリース取引は当該残価保証額、
その他については零とする定額法を採用
しております。
　なお、リース取引開始日が適用初年度開
始前の所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引については、引き続き通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を適
用しております。
　これによる損益に与える影響は軽微で
あります。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１. 法人税等の納付税額の算定

　

　

法人税等の納付税額の算定については、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）　

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連

結会計期間より機械及び装置の耐用年数の変更を行っております。

これにより、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ184百万円減

少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　　　 ※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　　　

商品及び製品 1,341百万円

仕掛品 1,109百万円

原材料及び貯蔵品 3,729百万円

商品及び製品 1,326百万円

仕掛品 1,102百万円

原材料及び貯蔵品 3,044百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、44,515百万円であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、48,657百万円であ

ります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成20年９月30日現在）

　 （百万円）

　現金及び預金勘定　 3,491

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △195

　現金及び現金同等物 3,295
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　17,826,157株　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 　4,459株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 　

４．配当に関する事項

　（1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月13日

取締役会
普通株式 159 9 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金　

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月10日

取締役会
普通株式 178 10 平成20年９月30日 平成20年12月5日 利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　

自動車部
品関連事
業
（百万円）

ワイヤー
ハーネス
関連事業
（百万円）

福祉機器
関連事業
（百万円）

自動車販
売関連事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 23,814 885 255 316 25,271 － 25,271

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
0 － － 0 0 (0)　 －

計 23,814 885 255 317 25,272 (0)　 25,271

営業利益又は営業損失（△） 1,511 78 29 △5 1,615 4 1,619

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　

自動車部
品関連事
業
（百万円）

ワイヤー
ハーネス
関連事業
（百万円）

福祉機器
関連事業
（百万円）

自動車販
売関連事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 46,803 1,778 498 595 49,676 － 49,676

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
0 － 0 2 2 (2)　 －

計 46,803 1,778 498 597 49,679 (2)　 49,676

営業利益又は営業損失（△） 3,112 157 44 △20 3,293 9 3,303

　（注）１　事業区分の方法は、製品の種類別区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1）自動車部品関連事業　　　　　機構製品、電装製品

(2）ワイヤーハーネス関連事業　　航空機用及び工作機械用ワイヤーハーネス

(3）福祉機器関連事業　　　　　　電動車いす、義手、義足

(4）自動車販売関連事業　　　　　新車及び中古車販売、自動車修理

３　会計処理方法の変更

(たな卸資産の評価に関する会計基準)

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来

の方法に比べ、自動車部品関連事業において69百万円当第２四半期連結累計期間の営業利益が減少しておりま

す。 

４　追加情報

　　  (有形固定資産の耐用年数の変更)

追加情報に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より機械及び装置の耐用年数を変更しております。これに

より、従来の方法に比べ、自動車部品関連事業において180百万円、ワイヤーハーネス関連事業において3百万

円、福祉機器関連事業において0百万円それぞれ当第２四半期連結累計期間の営業利益が減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 17,299 3,732 4,239 25,271 － 25,271

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,776 0 535 4,312 (4,312)　 －

計 21,076 3,732 4,775 29,584 (4,312)　 25,271

営業利益 1,157 83 417 1,658 (38)　 1,619

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 33,546 7,661 8,468 49,676 － 49,676

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,411 1 1,013 8,426 (8,426)　 －

計 40,958 7,662 9,481 58,102 (8,426)　 49,676

営業利益 2,192 192 903 3,289 13 3,303

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1）北米　　　米国
(2）アジア　　台湾、フィリピン、中国、タイ、インド
３　会計処理の方法の変更

(たな卸資産の評価に関する会計基準) 
四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来

の方法に比べ、日本において69百万円当第２四半期連結累計期間の営業利益が減少しております。 
４　追加情報 

　　 (有形固定資産の耐用年数の変更)
　　追加情報に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より機械及び装置の耐用年数を変更しております。これによ

り、従来の方法に比べ、日本において184百万円当第２四半期連結累計期間の営業利益が減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　 北　米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,776 4,769 340 8,885

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 25,271

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
14.9 18.9 1.4 35.2

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 北　米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,709 9,918 884 18,512

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 49,676

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
15.5 20.0 1.8 37.3

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1）北米　　　米国、カナダ

(2）アジア　　台湾、フィリピン、中国、タイ、インド

(3）その他　　英国、イタリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

（有価証券関係）

有価証券の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。　

　

　

（デリバティブ取引関係）

ディバティブ取引の当第２四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。　

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,528円60銭 １株当たり純資産額 1,459円38銭 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 108円22銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
97円72銭 

１株当たり四半期純利益金額 64円29銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
58円08銭 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 1,925 1,144

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,925 1,144

期中平均株式数（千株） 17,790 17,799

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,911 1,901

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　　 －

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日までの所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。

 

２【その他】

第72期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当金については、平成20年11月10日開催の取締役

会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権

者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

１　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　178,216千円

２　１株当たり中間配当額　　　　　　　　　　　　　　　10 円

３　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 平成20年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

27/28



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

株式会社今仙電機製作所

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 稲　越　千　束　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　井　金　丸　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社今仙電機製
作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平
成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政
状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び会社の国内連結子会

社は、当連結会計年度から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用して四半期連結財務諸表を作成している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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